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 ディスクロージャーWG報告に基づき、建設的対話を促進する観点から、より効果的・効率的な開示を実現
するため、決算短信・四半期決算短信の様式に関する自由度向上のための見直し（監査及び四半期レビュー
が不要であることの明確化、速報性に着目した記載内容の削減による合理化、要請事項の限定等による自由
度の向上）を実施

 東証では、適用初年度における各社の動向についてアンケート調査を実施（2017年12月～2018年１月）

【見直しの実施状況】

見直しを行った上場会社の約８割が「作業負担が軽減・効率化した」と回答

決算短信・四半期決算短信の見直しに関する状況

※ 回答社数：1,927社
（調査対象：市場第一部、第二部、マザーズ、JASDAQの上場内国会社3,569社）

■具体的な見直し内容
◆決算短信
・経営方針の記載省略
・経営成績等に関する定性的情報の記載簡素化
・注記項目の削減
・連結財務諸表作成会社における個別財務諸表の省略
・サマリー情報への経営指標（EBIT等）追加 など
◆四半期決算短信
・経営成績等に関する定性的情報の記載省略、簡素化
・注記項目の削減
・四半期連結キャッシュ・フロー計算書の添付省略
・サマリー情報への経営指標（EBIT等）追加 など

見直しを実施

未着手
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＜ご参考＞見直し事例（決算短信）

【見直し前】全30ページ

【見直し後】全21ページ

・「経営成績・財政状態に関する分析」から「経営成績等の概況」へ変更
・利益配分に関する基本方針及び当期の利益配分に関する事項を省略
（株主還元の状況は決算説明資料に記載）

・記載を省略
（有価証券報告書へ記載を移管）

・記載を省略
（実績値は決算説明資料に記載）

・記載を省略
（主要な決算数値や費用の内訳は決算説明資料に記載）

・添付資料の開示内容見直し
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・調整後営業利益、EBITを追加
（欄外に算出方法を記載）

＜ご参考＞見直し事例（決算短信）
・サマリー情報の項目追加 ①
【見直し前】

【見直し後】

※四半期決算短信についても同様の見直しを実施
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・M&Aによるのれんの償却額等を調整した連結経営成績を追加

・サマリー情報の項目追加 ②

＜ご参考＞見直し事例（決算短信）

【見直し前】

【見直し後】

・添付資料において調整項目や調整額を記載
※添付資料

※四半期決算短信についても同様の見直しを実施
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・添付資料の開示内容見直し
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見直しを実施

・記載を省略
（増減要因や将来予測情報は決算説明資料に記載）

・記載を省略
（セグメント別の状況や各種数値は決算説明資料に記載）

＜ご参考＞見直し事例（四半期決算短信）

【見直し前】全15ページ

【見直し後】全8ページ
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今後見直しを予定・検討している 今後見直しを検討したい 現状維持

全社

見直し未着手

（開示内容の見直し意向）

全社

決算発表所要日数
４１日以上

【今後の意向】

決算短信・四半期決算短信の見直しに関する状況

※直近で開示された四半期決算短信（第２四半期を除く）の開示日をもとに集計

 これまで見直しを行っていない上場会社の約半数が、今後の見直し意向を有している

 決算発表所要日数が比較的長い上場会社の約半数が、今後の早期化意向を有している
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6:00-8:59
【立会開始前】

9:00-11:29
【前場立会時間】

11:30-12:29
【昼休み】

12:30-14:59
【後場立会時間】

15:00-17:29
【立会終了後】

17:30以降
【立会外取引終了後】

開示タイミングに関する要請内容 背景

1998年まで 立会時間終了後  情報のアクセス手段が新聞等に限定され迅速な周知が困難
 立会時間中の開示について、周知が必要な場合は、終日売買停止

1998年以降～現在 立会時間中であるか否かを問わず、情報の決定又は発生後速やかに
 情報通信手段の発展、TDnetの稼働
 投資者への周知に要する時間の短縮化を踏まえた時間売買停止制

度の導入

◆重要な会社情報の開示タイミングに関する要請の変遷
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◆適時開示情報の時間帯別件数（2017年）

１５時迄の開示割合

会社情報の開示タイミングについて

[件数]

10,537件（20.2%）




